
1.継続事業の前提に関する注記
事業を継続するための前提に重要な疑義又は状況は存在していない。

2.重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

(2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法によっている。

(3)　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産

(4)　引当金の計上基準
賞与引当金

退職給与引当金

貸倒引当金

(5)　リース取引の処理方法

(6)　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理については、税込方式を採用している。

3.会計方針の変更
なし

4.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

投 資 有 価 証 券 59,706,796 22,554 0 59,729,350

293,204 0 22,554 270,650普　　　通　　　預　　　金

財務諸表に対する注記

　 満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）を採用している。

建物附属設備、構築物、車両運搬具、器具及び備品については、定率法による減価償却を実施し
ている。
ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び平成28年4月1日以後に取得
した建物附属設備並びに構築物については定額法によっている。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。

基本財産

無形固定資産は、定額法によっている。

   期末退職給与の自己都合要支給額（適格退職年金給付分を除く。）に相当する金額を計上している。

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

その他の有価証券は、移動平均法による原価法によっている。
なお、市場性のある有価証券は、時価価額により評価する。

当法人の給与規定に基づき職員に支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当期に帰属する
額を計上している。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
いる。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。

特定資産

小      計 60,000,000 22,554 22,554 60,000,000

退 職 給 付 引 当 資 産 37,200,721 8,684,776 0 45,885,497

諸 準 備 積 立 資 産 81,000,000 0 0 81,000,000

諸 施 設 積 立 資 産 20,000,000 0 0 20,000,000

サポーター積立資産 5,928,802 1,915,870 0 7,844,672

小      計 144,129,523 10,600,646 0 154,730,169

合      計 204,129,523 10,623,200 22,554 214,730,169



5.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

( ) ( )
普　　　通　　　預　　　金 ( )

（ ） （ ）

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
（ ） （ ） （ ）
（ ） （ ） （ ）

6.固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合）

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

7．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益
満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は次のとおりである。

8.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
なし

9.重要な後発事項
なし

10．その他

科　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産
　からの充当額）

（うち一般正味財産
　からの充当額）

（うち負債に対応
　する額）

基本財産
投 資 有 価 証 券 59,729,350 10,000,000 49,729,350

270,650 270,650
小      計 60,000,000 10,000,000 50,000,000

特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産 45,885,497 45,885,497
諸 準 備 積 立 資 産 81,000,000 81,000,000
諸 施 設 積 立 資 産 20,000,000 20,000,000

小      計 154,730,169 7,844,672 101,000,000 45,885,497
サポーター積立資産 7,844,672 7,844,672

合      計 214,730,169 17,844,672 151,000,000 45,885,497

科　　　　　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

構 築 物 49,252,105 46,245,679 3,006,426
車 両 運 搬 具 5,309,327 4,679,941 629,386

建 物 169,231,448 146,176,766 23,054,682
建 物 附 属 設 備 40,263,170 21,369,120 18,894,050

合　　　　　計 1,914,227,440 1,861,478,647 52,748,793

科　　　　　　目 帳簿価額 時　　価 評価損益

工 具 器 具 備 品 1,644,779,340 1,637,615,091 7,164,249
無 形 固 定 資 産 5,392,050 5,392,050 0

合　　　　　計 59,729,350 56,602,020 △ 3,127,330

第156回　国債 29,986,363 28,303,020 △ 1,683,343
第156回　国債 29,742,987 28,299,000 △ 1,443,987


